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大和証券グループCSR報告書2010の概要

※GRI（Global Reporting Initiative）:持続可能性報告に関する
   世界共通のガイドラインの立案、普及を目的にする団体

　本報告書は、大和証券グループの持続可能な社会構築
に向けた活動を、わかりやすく開示すること、および現状
と課題を自己評価することを目的に、2002年度から継
続的に発行しています。
　CSR報告書2010では、より多くのステークホルダーの
皆様に当社の考え方と取組みを知っていただくために、冊
子を特集編として、特にお伝えしたい情報に絞ることで読
みやすく理解しやすい内容としました。
　ステークホルダーごとの取組みと課題・目標などを含む
全編は、Webサイトにて報告します。
　また冊子、Webともに、持続可能性報告の国際的なガ
イドラインであるGRI※のサステナビリティレポーティング
ガイドラインを参考とし、誠実な開示に努めています。

編集方針

株式会社 大和証券グループ本社 CSR室

電話番号 （03）5555-1111（代表）

eメールアドレス daiwacsr@dsgi.daiwa.co.jp

URL http://daiwa-grp.jp/csr/

お問い合わせ先

本書の対象範囲など
対象読者：
主にお客様、株主・投資家、社員をはじめ、取引先、政府、
NPO／NGO（非営利組織）、大和証券グループの属す
る地域社会、教育機関、役職員の家族など、大和証券グ
ループの幅広いステークホルダーの方々です。
報告対象範囲：
原則として当社グループ主要全社（特集編26ページご
参照）。ただし全項目についてそれら主要会社すべての
情報を網羅しているわけではなく、各社の規模や事業内
容などに応じて記載しています。数値データには、それぞ
れの対象範囲を明記しています。
報告対象期間：
2009年度（2009年４月～2010年3月）。一部には、
2008年度以前や、2010年度に予定されている活動
情報も含まれています。
発行時期：
2010年6月
（前回発行：2009年6月、次回発行予定：2011年6月）
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活動の分野 2009年度の主な活動
　支出金額（単位：千円）

2007年度 2008年度 2009年度

1. 経済･金融
分野での教育･
研究活動

小・中・高校生向けの取
組み

スチューデント・カンパニー・プ
ログラム（SCP）、ファイナンス・
パークなど

225,524 214,283 163,767

産学連携、大学・大学院、
一般向けの取組み

寄付講座、シンポジウム・フォーラ
ム等への協賛など

2. ボランティ
ア活 動を役 職
員に広めるため
の活動

自主企画 高尾山での環境体験学習、手話
講座など

6,471 6,475 4,962

一般企画 「環境講座」イベント運営など

3. 文化・芸術事
業への協賛活
動

文化芸術振興にかかわ
る協賛活動

将棋・囲碁のインターネット棋
戦「大和証券杯」、「大和証券グ
ループPRESENTS 西本智実 
マーラー第5番 With ロイヤ
ル・フィルハーモニー管弦楽団」
特別協賛など

560,000 530,000 313,500

4. 財団・NPO
等 を 通じた 地
域・国際社会へ
の助成活動※

財
団

大和証券福祉財団 在宅老人、障がい者、児童問題
等の分野におけるボランティア
活動の支援

357,655 324,424 246,685

大和証券ヘルス財団	 保健、医療、福祉関連の助成

大和日英基金
(英国の財団)

日・英の相互理解の促進、留学
生の受け入れ

助
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

大和証券グループ
津波復興基金

2004年12月に発生したスマ
トラ沖地震・インド洋津波による
被災地への継続的な復興支援

ダイワSRIファンド
助成プログラム

人間の「いのち」にかかわる分
野で支援活動を行うNPOの人
件費やスタッフの教育費を助成

ダイワ・エコ・ファン
ド助成プログラム

ダイワ・JFS青少年サステナビ
リティ・カレッジ、ダイワCI生物多
様性保全基金

被災支援、諸会費、ほか	 各種加盟団体への会費ほか

合計 1,149,650 1,075,182	 728,914

※大和日英基金・助成プログラムの助成額を加算したことにより、過年度データを修正しています。

大和証券グループの企業市民活動と支出金額
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大和証券グループは、証券ビジネスを通じて培って
きた経済・金融分野の知識やノウハウを活かし、次
世代を担う若い世代に、経済・金融教育を通じて将

来を切り拓く力を身につけてもらうことを目的に、
産学連携や、中学・高校における教育プログラムへ
の支援活動などを行なっています。

経済・金融教育分野

21世紀の日本経済の持続的な発展

グループ従業員の協力

教育機関 研究機関

先生への支援
授業への参加

提供講座・寄付講座
講師派遣

大学生 大学院生 研究者 知的財産・特許小・中・高校生

経済・金融知識の
底上げ

金融専門家の
育成

研究成果の発表
実務への活用

研究成果の実用化・
ビジネス化

社会・経済の
原理原則の理解

提供講座・寄付講座
講師派遣

共同研究
研究支援

大学院ベンチャーや
知的財産本部の支援

青少年向け経済教育団体「一般社団法人ジュニア・アチーブメント日本」との主な協働プログラム

（1）ファイナンス・パーク
（生活設計体験プログラム）
ジュニア・アチーブメント日本が、中学・高校生向け
の生活設計実技演習の場として、2005年6月に
東京・品川に開設。施設の開設資金と出店費用なら
びに人的派遣を大和証券グループが特別協賛して
います。2007年1月には京都にも開設。ファイナ
ンス・パーク全体では、2009年度末までに累計で
18,721人の生徒が自ら考えるとともに意思決定
し、行動するプログラムを体験しました。

1.経済・金融分野での教育・研究活動
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（2）スチューデント・カンパニー・プログラム
（会社経営体験プログラム）
高校生が学校のなかに会社を設立、資本金の調達
から人事・会計・生産・販売など、実際に近い会社経
営を体験する約半年間のプログラムです。大和証
券グループは、2003年度から京都の立命館高校
に協力。2009年度までに社外取締役として延べ
17人の社員を70回以上派遣して、財務資料の作
成や会社経営等のアドバイスを行なっています。
今までに151人の生徒が正規の科目として、会社
経営や世の中の仕組みを学び、意思決定の難しさ
や結果責任の重さ、リーダーシップやチームワーク
の大事さなど、社会で生きていくための基本的資
質を身に付けています。

（3）小・中・高校教員のためのグローバルリーダー
シップ・フォーラム
ジュニア・アチーブメント日本が主催する、小・中・高
校教員向け研修プログラム。各方面から招聘した

方々の講演やパネルディスカッション、事例研究
を通じて、グローバル経済の現状に触れていただ
き、21世紀における教育のあり方をともに考える
場です。大和証券グループは2003年から2007
年までのフォーラムを後援、また、関連行事にも継
続的に協力しています。2009年度までの累計で
2,732名の教職員らが参加しました。

（4）日本経済教育協議会
（JCEE：Japan Council for Economic Education）
学校教員のための経済教育プログラムの提供を
目的に、2009年１月に設立されました。大和証券
グループは、メインスポンサーとなり、他の有力企
業7社とともに、設立基本ファンドの提供等を通し
て支援を開始しました。ジュニア・アチーブメント日
本や全米教育協議会（NCEE）とのパートナーシッ
プの下で、日本の学校現場に則したプログラムの
実践を目指しています。 
2009年度は、経済・金融の実技演習型テキスト

「人生は選択の連続だ！」を高校の現職の先生、ボ
ランティアの方々とともに、企画・編集をしました。
今後は、テキストを全国に普及するためのサポート
もしていきます。
→特集編 重要課題2＞健全な金融・資本市場を発展させ次
の世代につなげる もあわせてご覧ください

ダイワJFS･青少年サステナビリティ･カレッジ

大和証券グループでは、「ダイワ・エコ・ファンド」の
販売・運用によって得られた収益にもとづいた寄付
をもとに、NPOのジャパン・フォー・サステナビリティ

（JFS）とのパートナーシップによる学生向けの連
続寄付講座を開催しています。
当講座は年間それぞれのテーマを定め、4年間で
サステナビリティの全体像が把握できるプログラ
ムとなっています。毎月行われる講義では、大学教
授、研究者、企業経営者、実務家、NPO/NGO、行
政担当者など各分野の先端で活躍する方々が、サ
ステナビリティに関連する考え方や実践を学生に
わかりやすくつたえます。講義は英訳され、JFS

のサイトを通じて世界191ヵ国・地域に発信され
ています。
講義後に行われる「サステナブルなお取り寄せ」紹
介のコーナーでは、フェアトレード商品や、社会福
祉施設でつくられたお菓子などの用意もあり、受
講者の楽しみのひとつとなっています。2010年
で4年にわたるプログラムは終了しますが、今後
も、金融・資本市場を担う学生に向けて、各種講座
や、勉強会を開催したいと考えています。
ダイワJFS・青少年サステナビリティ・カレッジ
http://www.japanfs.org/ja/pages/027971.html
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2009年度の主な活動

■ 経済・金融の実技演習型テキスト｢人生は選択
の連続だ！｣の企画・編集に参画
大和証券グループは、日本経済教育協議会

（JCEE）のメインスポンサーとなり、経済・金融の
実技演習型テキスト「人生は選択の連続だ！」の、企
画・編集を支援しました。
→特集編 重要課題2＞健全な金融・資本市場を発展させ
次の世代につなげる もあわせてご覧ください

■ 東京大学主催のシンポジウムへの協賛
大和証券グループは、2009年10月26日に
東京大学の安田講堂（東京・文京区）にて開催され
た、東京大学大学院経済学研究科付属日本経済
国際共同研究センター主催の「金融危機後のアジ
ア経済の展望」をテーマとしたシンポジウムに、産
学連携の一環として協賛しました。シンポジウムで
は、経済学の権威による講演や、「世界的金融危機

はアジア経済や日本経済に何をもたらしたか？」を
テーマにパネルディスカッションが行われ、パネル
ディスカッションには、大和総研の理事長 武藤敏
郎が参加しました。

■ 東京大学 アントレプレナー道場と北京大学と
の交流会への協賛
東京大学アントレプレナー道場は、大学発ベン
チャー起業家育成に対する支援・サポートを行うも
ので、2004年度より大和総研が運営に協力して
います。
2010年1月には当社グループ協賛のもと、北京
大学との交流会が開催されました。交流会では、両
大学のビジネスプランコンテストで勝ち残ったチー
ムによるワークショップやプレゼンテーション、また
東京大学発ベンチャーの紹介等が行われました。

大和証券グループはボランティア活動を社員に広
めるための活動を行なっています。社員がボラン
ティアをはじめとする地域の活動などに参加し、経
験することは、視野を広げ、新たな価値観をつくる
ことにつながり、仕事や人生にもよい影響をもたら
すと考えています。
ボランティア活動は、大和証券グループが自主的に
運営する自主企画の活動と、地域社会やNPOと協

力して開催する共催企画があります。社内イントラ
ネットで情報発信をするほか、ボランティアに対す
る表彰制度を設けるなど、社員がボランティア活動
に参加しやすい環境を整えています。今後も外部
のNPOと連携をしながら、より多くの社員が企業
市民活動に参加できる環境づくりを目指し、社内情
報発信の充実と活動機会の拡大に努めます。

2009年度の主な活動

■ 手話教室の開催
2000年より自主企画活動として東京、大阪、名古
屋地区で手話教室を開催しています。最初は社員
向けに開催していましたが、現在では社内にとどま
らず地域の皆様にもご参加を呼びかけ、2009
年度は全国で2,244人の方にご参加いただき、
手話の輪が広がっています。近年では、手話の技
能検定を受験するなど、より高いレベルを目指して
受講する人も増えています。

 ■ 「環境講座どんぐりから知る生物多様性」開催
大和証券グループを含む、6社が共催で身近な
自然から環境問題を学ぶ、「どんぐりキューブ」を
つくる体験講座を三会場（東京：2009年8月27
日、名古屋：2009年11月5日、大阪：2009年
11月6日）で開催しました。当社グループからは、
25名が参加し、環境問題における里山の役割や
重要性、生物多様性などについて学びました。

2.ボランティア活動を社員に広めるための活動
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ボランティア表彰

大和証券では、役職員のさまざまな活躍に対して
表彰を行う社長賞制度を実施しています。2007
年度からはボランティア表彰を設け、地域でボラン
ティア活動に継続して取り組んでいる社員・グルー

プを年2回、表彰しています。また、2009年度
下期には、大和証券キャピタル・マーケッツで行わ
れているPassion for the Best賞でも、社会貢
献活動表彰を行いました。

大和証券ビジネスセンターの美化活動

大和証券ビジネスセンターでは、企業市民活動の
一環として、きれいな街にすることは、地域への貢
献であるとの考えのもと、2008年より、本社ビ
ル付近から東陽町駅までの清掃活動を実施してい
ます。朝8時から8時20分までの業務開始前の
時間に、月1回程度のペースで行い、全社で展開し

ています。毎回、自発的に40名程度の社員が参加
し、定例行事としてすっかり定着しました。今後も、
地域が主催する美化活動などにはできる限り協力
し、事業を営む地域とともにきれいな街に貢献し
ていきたいと考えています。

社員による社会貢献活動・寄付・リユース活動

手話教室や地域イベントでの清掃活動をはじめ、
さまざまなリユース活動を行なっています。リユー
ス活動では、未使用および使用済みの切手・カー
ド、書き損じ葉書などを集め、NPOへ寄付してい
ます。今後は、転勤で転居をする社員に働きかけ、
本などのリユース活動をいっそう推進していきま
す。

2009年度の寄付金額は44万228円（2008
年度比13％減）となりました。また、週末や業務
終了後の時間などを利用した、手話教室やボラン
ティアなどの市民活動への自主参加人数は、手話
教室延べ2,244名（2008年度比11％増）、ボ
ランティア延べ315名（2008年度比同水準）と
なりました。
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■ 社員によるリユース活動と実績（2009年度）

内容 金額・枚数・重さ 単位 寄付先

カレンダー 3,520 本 ・ 社会福祉法人　宮崎県共同基金会 
・ 財団法人　長崎県国際交流協会 
・ チャリティカレンダー展実行委員会（徳島） 
・ ＮＰＯ　日本災害救援ボランティアネットワーク（西宮） 
・ 札幌日本大学高等学校ＪＲＣ 
・ 諏訪市社会福祉協議会　諏訪市ボランティア・市民活

動センター 
・ 名古屋市社会福祉協議会　ボランティアセンター 
・ 品川区社会福祉協議会　庶務課
・ 多摩市社会福祉協議会　多摩ボランティアセンター 
・ 北区　ＮＰＯ・ボランティアぷらざ 
・ 静岡県ボランティア協会 
・ 長野市ボランティアセンター 
他12団体

手帳・ダイアリー 894 冊

本・ＣＤリサイクル	
（BOOK MAGIC）	

38,116 円 特定非営利活動法人　ジェン(JEN)	

使用済み切手
（海外を含む）	

1,107 kg

特定非営利活動法人 地球の友と歩む会 / LIFE

使用済みカード 2,050 枚

書き損じ葉書 8,010 枚

未使用切手 10,230 円

未使用カード 26 枚

金券 2,739 円

大和証券グループは、2009年9月から10月に
かけて全国11都市にて開催された、「大和証券グ
ループPRESENTS 西本智実 マーラー第5番 
With ロイヤル・フィルハーモニー管弦楽団」に特
別協賛をしました。本コンサートは、世界中から注
目されている指揮者の西本智実さんと、世界屈指
の音楽都市であるロンドンの5大オーケストラの
一角を担うロイヤル・フィルハーモニー管弦楽団に
よるもので、多くの来場者の心を惹き付けました。
また、「宝塚歌劇団貸切公演」（10月～12月）のほ
か、奈良で開催された「JAL唐招提寺音舞台」（9

月）などへの協賛を行うなど、さまざまな文化・芸術
活動へのサポートを継続的に行なっています。
将棋や囲碁など、日本の伝統文化への支援にも力
を入れています。2005年から協賛している将棋の

「名人戦」、囲碁の「本因坊戦」という、将棋界や囲
碁界の最高峰のタイトル戦に加えて、将棋・囲碁の
インターネット棋戦「大和証券杯」にも特別協賛。
将棋では、「最強戦」と「女流最強戦」の2つの公式
戦を、囲碁は、「オープン」「レディース」「グランド
チャンピオン」「アマチュア選手権」の合計４棋戦を
サポート。これらの棋戦は1年を通じてネット上で

3.文化・芸術事業への協賛活動
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行われており、リアルタイムでもネット観戦ができ
るようになっています。週末の午後8時から始まる
各ネット対局は、日本国内だけではなく、海外の将
棋・囲碁ファンからも熱い注目を集めています。ま
た、各棋戦の決勝対局では、東京・大和証券本店ビ

ル18階の大和コンファレンスホールで大盤解説
会を開催し、プロ棋士による解説会を開催するとと
もに、優勝棋士の表彰式なども行い、ファンとの交
流の場も提供しています。   

■ テレビCM新シリーズ～PLAYING FOR CHANGE～
「PLAYING FOR CHANGE」は、音楽を通して世界に活

気やつながり、平和をもたらすことを目的とした音楽プロ
ジェクトです。
アメリカ西海岸を中心に活動中のプロデューサー／エン
ジニアであるマーク・ジョンソン氏が、カリフォルニア州サ
ンタモニカの道端で聴いたひとりのストリートミュージシャ
ンの歌声に感銘し、その演奏に世界中のミュージシャンた
ちを加えたい、音楽で世界をつなぎたいとの熱い思いからプロジェクトを立ち上げました。世界各
地の当時ほとんど無名のミュージシャン100人以上がプロジェクトに協力。世代を超えた名曲や
プロジェクトのオリジナル楽曲をあたかも世界中のミュージシャンが、一緒に奏でているような仕
上がりとなり、多くの人々に感動を与えるプロジェクトになっています。
プロジェクトの収益の一部は、非営利団体「PLAYING　FOR　CHANGE基金」を通してインドや
ネパールにおける難民への必要物資の提供、南アフリカでの音楽スクールやアートスクールの設
立などに使われています。
大和証券グループは、このプロジェクトが表す「世界とのつながり」が、「お客様に世界とつながる、
さまざまな金融サービスを提供していきたい」という考えと響きあうことから、この映像を、新しい
広告として展開しています。
http://www.daiwatv.jp/group/cm/cm_main.html

大和証券ヘルス財団

大和証券ヘルス財団は、大和証券グループの設立
30周年記念事業の一環として、医学研究を支援す
る目的で1972年に設立されました。1973年よ
り、「中･高年者の保健･医療および福祉等」に関す
る優れた調査研究に対し、毎年1件当たり100万
円、総数30件（総額3,000万円）の助成を行なっ

ています。2009年度で第36回を数え、贈呈者総
数は982名、累計助成金額は9億67百万円となり
ました。
大和証券ヘルス財団
http://www.daiwa-grp.jp/dsh/index.html

大和証券福祉財団

大和証券福祉財団は、1994年に大和証券グルー
プの設立50周年記念事業の一環として企業利益
の社会還元を図るために設立され、毎年優れた｢ボ
ランティア活動、および福祉等に関する調査研究｣に対

して助成を行なっています。2009年度（第16回）
は応募数(514件)のなかで、特に優れた198件
に対し4,571万円、および調査研究、応募数（17
件）に対し2件に174万円の助成をしました。また、

4.財団・NPO等を通じた地域社会・国際社会への助成活動
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2004年度に新設した｢災害時ボランティア活動助
成｣は、被災地復旧のために活動するボランティア
の経費を助成する目的で、2008年5月2日に発生
した｢ミャンマー・サイクロン災害｣の被災者支援と
して、NPO 法人・ジャパンプラットフォーム(JPF)に

200万円を助成しました。これまでの支援助成件
数は8件、700万円に上っています。今後とも福祉
向上に資する活動を続けていきます。
大和証券福祉財団
http://www.daiwa-grp.jp/dsf/index.html

大和日英基金

大和日英基金は、英国と日本の相互理解の促進を
目的として、1988年に大和証券の寄付により、英
国の非営利団体として設立されました。活動の柱と
しては、以下のものがあります。

(1) 日英関係への貢献に意欲的な個人・さまざまな
団体のプロジェクトに助成金を贈呈。 
(2) 日英両国の学生・学術研究者に人物交流・共同
研究の機会を与え、研究促進を支援。 
(3) 大和スコラーシップ（奨学金）の授与。英国の学卒
者を対象とし、日本語学習と職場研修の機会を与える。 
(4) 年間を通して、英国における日本理解を促進
するイベントを開催。
大和ジャパンハウス（ロンドンにある基金本部）は、

英国における日英交流の拠点として、セミナー、展
覧会、出版記念会などさまざまなイベントを開催し
ています。また、日本関連の会合のための会議室、
短期滞在者用の研究スペースも備わっています。
東京事務局では、日本の活動業務を担当し、日本
に滞在する大和スコラー（留学生）のサポート、国
内の助成申請の事務を担当するほか、その他の日
英関係機関とも連携しています。設立以来、英国
からの留学生受け入れ人数は延べ128名です。ま
た、助成プログラムについては合計2,468件、助
成金額は総額で31億4,500万円となっています

（2010年3月現在）。
大和日英基金　http://www.dajf.org.uk/index_j.asp

大和証券グループ津波復興基金

大和証券グループは、2004年12月26日に発生
したスマトラ沖地震・インド洋津波の被災地の復興
支援として、2005年3月9日に「大和証券グルー
プ津波復興基金」を設立しました。これは、2005
年度から10年間にわたり、毎年1,000万円、総額
１億円を拠出する長期的な支援です。公益信託ア
ジア・コミュニティ・トラスト（ACT）内に基金を設立
し、インドネシア、スリランカ、インドの被災3ヵ国
で、「子どもの心のケア」「マイクロファイナンスの
活用」「子どもに対する教育機会の提供」の3分野
で支援活動を行う現地NGOに助成金を提供。プロ
グラムの選定や活動状況のモニタリングはACT

事務局を務めるアジア・コミュニティ・センター21
（ACC21）が、また、資金管理は住友信託銀行が、
それぞれ専門性を活かして担当しています。
この基金は、一過性の義援金ではなく長期の復興
支援策であること、公益信託やマイクロファイナン
スなど、金融システムを活かした支援であること、
ACC21が行うモニタリングによって詳細な活動
状況を把握できることが大きな特徴です。
津波復興基金
http://www.daiwa-grp.jp/csr/citizen/support/
tsunami/
http://www.acc21.org/act/act-specialfund-
daiwa.html

ダイワSRIファンド助成プログラム

「ダイワSRIファンド助成プログラム」は、人々の「い
のち」にかかわる分野（人間の安全保障分野）にお
いて、支援活動を行なっている国内NPOの助成プ
ログラムです。

日常的な人間の安全保障の問題に対して、スタッフ
の方々が長期的に取り組んでいけることを目的と
しており、人件費や教育費を助成することが大きな
特徴です。特定非営利活動法人「市民社会創造ファ
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ダイワCI生物多様性保全基金（DCBCF）

ダイワCI生物多様性保全基金（DCBCF）生物多
様性のホット・スポット※と呼ばれる34地域のな
かから、世界7ヵ国の世界自然遺産周辺地域を
選び、生態系の保全活動を行うプログラムです。
国連開発計画（UNEP）内の地球環境ファシリティ

（GEF）小規模補助金プログラム（SGP）、国連財
団（UNF）による住民参加型保護区管理プログラム

（COMPACT）とのマルチセクターによる、世界
自然遺産地域環境保全型ビジネス支援プログラム

（WH-LEEP）を形成します。COMPACTはビジ
ネス運営のためのローン部分を、DCBCFはビジネ

スニーズ調査やコミュニティで暮らす人々のスキ
ルトレーニングなどの費用としての助成部分を担当
します。世界的な環境NGOであるコンサベーショ
ン・インターナショナルとの協働で、「ダイワ・エコ・
ファンド」の販売・運用による収益金をもとに運営さ
れています。

※ホット・スポット：「地球規模での生物多様性が高いにもかかわ
らず、破壊の危機に瀕している地域」（３４ヶ所）のことであり、
1988年にイギリスの生物学者ノーマン・マイヤーズ博士が、
優先的に保護・保全すべき地域を特定するためのコンセプトと
して提唱した。

ダイワ・ラッセル・GEFアジア環境技術普及支援プロジェクト

日本が持っている環境対策技術のうち、開発途上
国の資材や人材で十分に作成・運用が可能な基礎
的な技術をハンドブックにまとめ、普及を図るプロ
ジェクトです。「ラッセル世界環境テクノロジー・ファ
ンド」の販売による収益金をもとに、財団法人「地
球・人間環境フォーラム」との協働で運営されてい

ます。2009年度は、タイにおいて解決が求められ
る生活排水対策に焦点をあて、わが国が持つ関連
対策技術の導入の可能性を探る現地調査を行いま
した。水質汚濁や生活排水対策の現状と課題を抽
出して移転可能な技術の適応可能性を今後レポー
トにまとめます。

MBA取得をめざす学生が大和証券キャピタル・マーケッツアメリカを訪問

2009年10月23日、インディアナ大学ケリー経
営学部で学ぶMBA取得を目指す学生23名が大
和証券キャピタル・マーケッツアメリカを訪問し、
CEO・後藤正明が主催したインフォメーション・セッ
ションに参加しました。
セッションでは、後藤より現在のマーケット状況や、
2009年の大和証券グループ営業報告書のポイン
ト、グローバルなネットワークの構築についての解
説などを行いました。
また、役員による、現在のマーケット状況や求人状
況についてのプレゼンテーション。さらに、大和ア
セットマネジメント（アメリカ）の役員が、大和グルー

プにおけるアセットマネジメントビジネスのモデル
について概況を解説しました。
学生たちは株式・債券取引のフロアの見学も行い、
最後の質疑応答ではゲストの間で活発なやりとり
が交わされるなど、充実したセッションプログラムと
なりました。

海外での取組み

ンド」との協働で、「ダイワSRIファンド」の販売・運
用による収益金をもとに運営を行なっています。

「ダイワ SRI ファンド助成プログラム」2010 年度助
成先
http://www.civilfund.org/fund23.html
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現地の貧困家庭へ食料品を配布／シンガポール

大和証券キャピタル・マーケッツシンガ
ポールリミテッドでは、2009年4月に
現地の貧困家庭に食品などの生活必
需品を届けるチャリティイベントを実施
しました。
米や油、缶詰、食券などを詰めた「バッ
グ」をひとり親家庭を中心とする53家
庭へ配布するため、事前に社員に対し
寄付を呼びかけたところ、１家庭あたり150ドル相
当の「バッグ」を贈ることができる予算が集まりまし
た。これは、当初予定していた１家庭あたり100ド
ルを大きく上回るもので、社員の関心の高さを表
すものだと考えています。
用意された食料品を分けてバッグに詰め、配布す
る作業にも、多くの社員が積極的に参加しました。
普段は違う支店で働く社員やその家族、友人が見
事なチームワークで作業を進行しました。大和証

券キャピタル・マーケッツシンガポールリミテッドの
岡裕則社長も、バッグの配布作業などに加わりまし
た。
バッグを受け取った地元の人たちからは、多くの感
謝の声が寄せられました。参加した社員からも、「次
回も参加したい」との声が聞かれ、「CSR活動への
さらなる注力」を掲げた新年度の始まりにふさわし
い取組みとなりました。

社員の子どもたちを招きクリスマスパーティを開催／ヨーロッパ

2009年12月、大和証券キャピタル・マーケッツ
ヨーロッパリミテッドで、社員の子どもたちを招い
てのチャリティ・クリスマスパーティが開催されまし
た。
このパーティは、2008年に初めて開催され大好
評を得たもので、今回も企画が発表されてわずか
１時間で定員がいっぱいになるという人気ぶりでし
た。
パーティは、2回行われ、それぞれ30人の子どもた
ちが家族とともに参加しました。子どもたちの年齢
は１歳から16歳までとさまざまでしたが、ゲームや
ダンスにチャレンジしたり、フェイスペインティング
や工作を体験したりと楽しい時間を過ごしました。
もちろんサンタクロースも登場し、子どもたちに
手紙とプレゼントを手渡す場面もありました。終了
後、子どもたちや家族からは、パーティの運営を担
当したスタッフへのお礼の言葉が数多く寄せられ
ました。
パーティ参加者から寄せられた寄付は、チャリティ

委員会を通じて、戦争被災地の子どもたちへの支
援を行うイギリスのチャリティ団体「ウォー・チャイル
ド」、同じくイギリスの子ども向けホスピス「デメル
ザ・ハウス」へと届けられます。
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環境報告

考え方・基本姿勢

すべての人類の生活基盤である地球環境を守ることは、持続可能な社会に欠かせないことです。大
和証券グループは、社会の環境負荷が低減できるような商品の開発や、環境技術やインフラが普及
するための、投資をするなど、事業を通じて環境課題を解決することが重要であると考えています。ま
た、自らの事業活動での環境負荷低減に継続的に取り組むことができるよう、効率的な環境負荷デー
タの収集体制を整えること、社員一人ひとりの環境意識向上を図ることを進めていきます

大和証券グループの環境負荷
環境問題解決のために金融業ができることを考え、
社会の環境負荷低減に向けて貢献するとともに、
自らの事業による環境負荷の低減にも努めます。

大和証券グループではグループ各社それぞれで環
境マネジメントを行なっています。また、月に一回
各社の担当者が集まる「環境マネジメント協議会」
では、データの収集や情報を交換するなど連携を
図っています。
大和総研ビジネス・イノベーションではISO14001
の認証を取得しています。当初はテレコムビジネス
に係る部門のみでしたが、2010年4月から本社

全体に対象範囲を拡大しました。
協議会などの場を活用し、継続的にグループ全体と
して環境マネジメントシステムをいかに構築するの
か検討をしております。
エネルギー使用量の低減や、CO2排出量、コピー
用紙・帳票用紙使用量、廃棄物発生量とリサイクル
量については、ひきつづきデータの収集をするとと
もに、取組みの強化を図っていきます。

2009年度の大和証券グループ国内事業拠点に
おけるエネルギー使用量（CO2排出量への換算
値）では、前年度に比べて6.5％増加しました。大和
総研、大和総研ビジネス・イノベーションのビジネス

拡大にともなう新拠点の設置と、新拠点への移転に
ともなう電力の重複使用による電力使用量の増加
が主な要因です。

環境マネジメント

CO2排出量
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■ エネルギー使用量

年度 2005 2006 2007 2008 2009

国内事業拠点

電力（千kWｈ） 86,320 88,728 92,659 97,722 104,750

都市ガス（千m3） 727 691 644 517 423

ガソリン（kl） 1,019 1,046 1,032 1,029 1,062

重油（kl） 30.2 34.1 23.7 4.3 1.4

軽油（kl） 1.3 0.1 0.0 0.1 0.0

海外事業拠点

電力（千kWｈ） - - 7,718 11,640 11,130

＊対象はグループ連結
＊海外事業拠点では、電力使用量のみ集計しています。
＊本社ビル（グラントウキョウノースタワー）の電力使用量については、データの連続性を確保するため大和証券グ

ループが入居している各フロアのコンセントから使用された電力および照明に関わる電力の使用量のみで、空調
やエレベーターなど、ビルの共用部分に関わる電力使用量は含まれません。

＊対象範囲の変更により、2008年度の国内・海外事業拠点の電力量、重油の使用量を訂正しています。

■ エネルギー使用量のCO2排出量

年度 2005 2006 2007 2008 2009

国内事業拠点

電力 47,908 49,244 51,426 54,236 58,136

都市ガス 1,513 1,438 1,339 1,075 880

ガソリン 2,366 2,427 2,396 2,389 2,465

重油 90.0 101.6 70.6 12.8 4.1

軽油 3.3 0.2 0.0 0.3 0.0

国内事業拠点計 51,880 53,211 55,232 57,713 61,486

海外事業拠点

電力 - - 4,283 6,460 6,177

国内・海外事業拠点計 - - 59,515 64,137 67,662

（単位：千㎏-CO2）

＊国内事業拠点の電力・ガス・ガソリン・重油・軽油使用量、および主要な海外事業拠点における電力使用量を、CO2

排出量(千kg)に換算したデータを記載しています。 
＊排出量換算に用いた排出係数は、すべての年度および地域において「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガ

スの排出量の算定に関する省令（2006年3月経済産業省、環境省令第3号）にもとづく二酸化炭素の排出係数
を使用しています。
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大和証券グループの国内事業拠点におけるCO2排出量を国内社員数で割った、社員1人当たりのCO2排出
量は前年度比約400kg増加しました。

■ 国内事業拠点における社員一人当たりのCO2排出量

年度 2005 2006 2007 2008 2009

国内社員一人あたり 4.6 4.5 4.3 4.2 4.6

国内社員数(人) 11,326 11,924 12,943 13,652 13,477

（単位：千㎏-CO2）

上水使用量の推移

2009年度の上水使用量は、前年度比18.7％の減少となりました。

年度 2005 2006 2007 2008 2009

使用量 325 274 268 243 198

（単位：千kl）

＊ 対象はグループ連結

その他環境負荷
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■ コピー用紙・帳票用紙購入量

会社名 2007年度 2008年度 2009年度

コピー用紙※1

大和証券グループ本社 18 11 13

大和証券　　 532 395 400

大和証券キャピタル・マーケッツ 96 150 140

大和総研グループ 194 116 122

大和証券投資信託委託 47 49 45

大和証券ビジネスセンター 49 39 39

大和住銀投信投資顧問 38 30 27

大和プロパティ 4 4 3

大和サンコー 5 2 4

大和企業投資 13 11 9

その他 38 30 15

コピー用紙　計 1,033 837 818

帳票用紙※2

大和証券 131 118 87

大和証券キャピタル・マーケッツ 158 123 47

帳票用紙　計 289 241 134

合計 1,322 1,079 952

（単位：千㎏）

＊ 対象はグループ連結
※1 コピー用紙については、グループ会社の大和サンコー経由の集中購買データによる集計を行なっています。

集中購買分が全体に占める割合は9割程度と推定しています。
※2 帳票用紙については、グループデータセンターで出力している帳票のみを集計しており、アウトソーシング分

は含まれておりません。

コピー用紙・帳票用紙使用量

2009年度のコピー用紙使用量は大和証券グ
ループ本社におけるペーパーレス化担当者の選任
によるペーパーレス化推進活動やペーパーレス会
議の推進など、各社における紙削減に向けた取組

みにより、前年度比約2%の減少となりました。ま
た、コピー用紙使用量のうち約35％（金額ベース）
はGPN（グリーン購入ネットワーク）対応品です。
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■ 廃棄物の発生量とリサイクル量の推移

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009

紙ごみ 発生量 1,552.8 1,470.3 1,451.6 1,343.4 883.6 766.5

リサイクル率 86% 82% 83% 85% 88% 93%

紙ごみ以外 発生量 417.5 391.8 415.8 456.38 354.4 356.1

リサイクル率 27% 27% 21% 23% 15% 33%

廃棄物の発生量とリサイクル量の推移

2009年度の紙ごみの発生量は、前年度比13.3%の減少となりました。また紙ごみ以外は、0.5％減少と
なりました。リサイクル率は、ともに増加しています。

（単位：千kg）

＊「事業用大規模建築物における再利用計画書」に基づいて集計しています。

省エネルギーに配慮した建物設備の更新

大和証券の支店では、空調設備、受変電設備等の
設備を更新する際に、より環境負荷の低い設備を
設置するために、トップランナー基準の製品の採用
を指定しています。トップランナー基準は、製造事
業者に、省エネ型の製品を製造するよう基準値を

設けクリアするように課した「エネルギー使用の合
理化に関する法律（省エネ法）」に掲げられている
もので、現在商品化されている製品や機器のなか
で、消費効率を最も優れた性能以上にするという
考え方です。

大和総研グループウェブサイトのサーバーにグリーン電力を利用

大和総研グループでは、2010年4月1日から
2011年3月31日までの期間、ホームページサー
バーで使用する電力（5,500kWh）として、風力発
電によるグリーン電力を使用しています。グリーン
電力とは、風力や太陽光、バイオマスなどの自然エ
ネルギーにより発電された電力のことで、発電する
際にCO2を発生しない電力と考えられています。
今回利用するグリーン電力は、日本風力開発株式

会社が、青森県六
ケ所村二又風力発
電所（世界初の蓄
電池併設型風力発
電所）において発電
した電力です。

エコ活動を展開（大和証券ビジネスセンター）

大和証券ビジネスセンターでは、2008年に「eco
推進委員会」を立ち上げ、エコ活動への取組みをは
じめました。社内でアンケートを行い、環境に関す

る意識調査を実施しています。毎年、独自に電力使
用量や、紙使用量の削減目標を設定して取り組ん
でいます。あえて高い目標を設定して、社員一人ひ

環境負荷低減に向けた取組み
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とりが意識を高め、工夫、実践をするよう促してい
ます。
また、事務用品や備品をリユースしたり、什器・備品
を廃棄する際には、環境を配慮した業者に引き取っ

てもらい再生利用を図るなど、できることを地道に
積み重ねています。エコ活動の進捗状況や、各部の
取組みを、イントラネットで毎月配信しています。

電子ペーパーを用いた情報の配信

大和証券グループでは、日本電気株式会社と共
同で、大和証券各店舗のお客様に、新商品・キャン
ペーンなどの情報を電子ペーパーとして配信する
システムを開発し、利用を開始しました。現在、本店
に計6台の電子ペーパー（プロトタイプ版）を導入
しています。
大和証券グループはこれまで、事務帳票の電子
化をはじめ、電子申請システムの導入などにより、
社内帳票の大幅なペーパーレス化（事務帳票は
2005年度比98.7％の削減）を実現してきまし

た。今回の導入は、お客様向けの帳票のペーパー
レス化を推進するために、電子ペーパーに着目し、
店舗におけるリアルタイムな情報提供によるサー
ビス向上、環境に配慮したペーパーレス化、プロ
モーションにかかるコスト削減などを同時に実現し
ました。今後は、お客様がご自宅で、当社の報告書
や提案書や最新情報を簡単にご覧いただけるよう
な仕組みを、電子ペーパーの利用により実現する
ことを目指します。

19時前退社励行による業務時間の短縮化

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて進めている
19時前退社の推進は、空調･照明等の使用時間の

短縮により、環境負荷の低減にも寄与しています。
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経済性報告

ステークホルダーとの
経済的かかわり
大和証券グループの収入構造、経済的価値、および
その各ステークホルダーへの配分状況について説明します。

大和証券グループ（連結ベース）
が2009年度中に受領したすべ
ての収入、すなわち営業収益、
営業外収益、特別利益の合計を

「経済性報告における収益」と
しています。2009年度には、こ
のうちの98%を営業収益が占
めています。

「経済性報告における収益」の構成

営業外収益
9,337
1.7%

営業収益
537,915
98%

特別利益
1,689
0.3%

営業収益

営業外収益

特別利益

単位：百万円
（2009年度）

合計
548,941
経済性報告に
おける収益

「営業収益」の構成

その他
43,783
8.1％

合計
537,915

トレーディング損益
110,955
20.6％

営業投資有価証券
関連損益
75,584
14.1％

エクイティ
56,387
10.3％

受入手数料
252,863
47.0％

アセットマネジメント
108,266
20.1％

インベストメント・
バンキング
70,647
13.1％

その他
16,863
3.1％

債券
698
0.1％

金融収益
54,729
10.2％

単位：百万円
（2009年度）

経済性報告における収益
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受入手数料

「経済性報告における収益」の47.0%を占める受
入手数料は、次の3つが主要な内訳となります。

1.エクイティ手数料、債券手数料
個人や法人のお客様が株式や債券などの有価証券
を売買する際に、その仲介料として頂いている手
数料。

2.アセットマネジメント手数料
投資信託の販売手数料、および個人や法人のお客

様から資産をお預かりし、これを運用・管理するため
に頂いている手数料。

3.インベストメント・バンキング手数料
法人のお客様が新規に資金調達をするため株式・
債券等を発行する際などに、引受手数料として頂く
もの、およびM&Aなどの手数料。

トレーディング損益

トレーディング損益は、お客様の株式・債券などの
有価証券のお取引ニーズを満たすため、当社グ

ループが売買の相手方となる場合や、当社グルー
プ自身の証券売買で生じる損益です。

営業投資有価証券関連損益

営業投資有価証券関連損益は、投資事業目的で取
得した有価証券の売買・評価損益、および投資事業

有限責任組合等の営業により獲得した収益です。

金融収益

金融収益は、保有する有価証券の受取利息や配当金、有価証券貸借取引に係る収益などです。

経済性報告における収益から、金融費用（支払金利
を除く）、売上原価、販売費・一般管理費（人件費、租
税公課、企業市民活動への支出を除く）、営業外費

用（支払利息を除く）、特別損失の額を差し引いた
値を、経済性報告における経済的価値としていま
す。

社員

社員への分配は、人件費（給料・賞与引当金繰入額
のほか福利厚生費、社会保険料などを含む）です。
社員のモチベーションを高め、すべてのステークホ

ルダーへの付加価値を最大化することを目指し、公
正で納得性の高い報酬体系を構築しています。

営業収益の概要

ステークホルダーへの経済的価値分配
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社会

社会への分配である企業市民活動への支出につ
いては、業績の変動にかかわらず安定的に継続し
ていきたいと考えています。当支出の内訳につき

ましては、「社会とのかかわり＞大和証券グループ
の企業市民活動と支出金額」をご覧ください。

株主

2009年度の株主に対する配当金の支払いについ
ては、1株当たり5円の中間配当と8円の期末配当

の合計で、1株当たり13円の年間配当を実施して
います。

債権者

債権者に対する、支払利息です。

政府

当社グループの財務会計上の税額は、法人税等、法人税等調整額および租税公課（消費税等）の合計です。

子会社の少数株主

当社のグループ会社の株式を保有する少数株主に帰属する損益です。

■ ステークホルダーへの経済的価値分配の推移

ステークホルダー 2005 2006 2007 2008 2009 集計方法

社員 172,923 163,379 156,661 141,600 169,950 販売費及び一般管理費
における人件費

社会 604 909 962 924 618 企業市民活動への支出
＊�企業市民への支出額から、大和日

英基金への支出分を除いた数字

株主への配当支払額 45,031 39,072 29,919 10,770 22,730 当年度に係わる中間・期
末配当金

債権者 18,478 47,024 53,630 44,923 29,030 金融費用及び営業外費
用における支払利息

政府 86,137 77,895 48,102 -11,620 57,587 法人税、住民税及び事
業税、法人税等調整額、
租税公課

子会社の少数株主 40,339 23,746 -5,233 -60,580 4,089 少数株主利益
または少数株主損（△）

内部留保 93,055 53,652 16,492 -95,809 20,699 当期純損益から当年度
に係わる配当金を差し
引いた金額

経済的付加価値計 456,567 405,677 300,533 30,208 304,703 上記計

（単位：百万円）

※社会については助成プログラムの助成額を加算したことにより、過年度データを修正しています。
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■ 経済性報告と連結財務諸表の比較

2005 2006 2007 2008 2009

経済性報告 経済性報告における収益 869,181 931,845 838,703 428,318 548,941

経済的付加価値 456,567 405,677 300,533 30,208 304,653

連結財務諸表 営業収益 845,659 917,307 825,422 413,936 537,915

当期純利益
または当期純損失（△）

139,948 92,724 46,411 -85,039 43,429

（単位：百万円）

ステークホルダーへの経済的価値配分 単位：百万円
（2009年度）

経済性報告に
おける収益
548,941

経済性報告に
おける収益
548,941

その他の費用
8,725

販売・一般管理費
（人件費、租税公課、企業
市民活動への支出を除く）
184,551

売上原価
32,150

金融費用
（支払い金利を除く）
18,812

経済的価値
304,703
経済的価値
304,703

役職員
55.8％

政府
18.9％

債権者
9.5％

内部留保
6.8％

子会社の少数株主
1.3％

株主配当
7.5％

社会
0.2％

収入 支出
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第三者意見

大和証券グループのCSR活動の取組みをさらに
進化させるため、外部のステークホルダーの方々
から当社の活動に対して評価、助言をいただくこと
は重要であると考えています。そのため、CSR報
告書の発行に際して毎年第三者の方よりご意見を
頂戴しています。
2010年の報告にあたっては、非営利・中立の調査
機関として、市民の視点を反映させた企業評価活
動を展開されている特定非営利活動法人 パブリッ

クリソースセンター の事務局長であり、2003年、
2004年の当社のステークホルダー・ダイアログに
もご参加いただいた岸本 幸子氏よりご意見をいた
だきました。
いただいたご意見はより良い活動につなげるため
に社内外で確認・共有し、今後の活動への反映を目
指すとともに、次年度以降のCSR報告書で経過を
報告していきます。

金融危機を引き金とする世界同時不況を経て、企
業経営のあり方、仕事の仕方が見直されてきてい
る。短期的な利益至上主義の考え方から脱し、健
全な利益と社会の持続可能性を追求するという考
え方の転換が必須となっている。大和証券グルー
プのCSRレポートを拝読すると、鈴木社長がトップ
メッセージで「社会に貢献しなければ企業は存続で
きない」と再認識したとして、10年後、20年後に
目指すのは、「規模の大きさではなくクオリティの
高い会社」と言い切っているところが大変印象的で

ある。同グループでは、明確なリーダーシップのも
とで、単に利益をあげるだけでなく、どのように利
益をあげるかを考えた取組みが追求されていると
感じた次第である。
一般にCSRには、経営活動のあり方の見直し、社
会的価値の創造を目指す社会的事業の展開、企業
の経営資源を活用した社会貢献活動の３つの次元
があるといわれている。このCSRの３つの次元と
大和証券グループにおけるCSRの３つの柱を対応
させると、同グループの重要課題１「金融機能を活

第三者意見についての考え方・方針

第三者意見

特定非営利活動法人
パブリックソースセンター
理事・事務局長
岸本　幸子氏
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用して持続可能な社会に貢献する」は社会的事業
の展開に相当し、重要課題２「健全な金融・資本市
場を発展させ次の世代につなげる」は具体的には
経済・金融教育という社会貢献活動として展開され
ており、3番目の柱である「社員の働きがいのある
職場づくり」は経営活動のあり方の見直しに含まれ
るといえる。同グループのCSRの３つの柱は、広範
なCSRの課題を企業特性に応じて絞り込んだ結果
であり、ステークホルダーの要請にも応える内容と
なっていると評価できる。
同グループのCSRレポートは、冊子によるCSR報
告書特集編と、Webにおける網羅的なデータ報告
のふたつに分かれている。この情報発信方法は、多
様なステークホルダーに対する説明責任と詳細な
データを必要とする専門家に対するデータ開示と
二つのニーズに応えるために、適切に配慮されて
いると評価できる。冊子、Webともに年度目標と達
成度が明示されているのに加え、関わる社員の方
の声が掲載されており、分かりやすく編集されてい
ることも好感がもてる。
以下に冊子によるCSR報告書特集編とWebにお
ける網羅的なデータ報告をもとに、CSRの３つの
次元別に評価できる点とさらなる取組みを期待す
る点を指摘したい。
　経営活動のあり方については、社員の私生活の
充実が仕事を充実させるとして、ワーク・ライフ・バ
ランスの充実を重点課題として取り上げている。同
課題については、女性の管理職の増加、所定外労
働時間の減少など着実に成果が上がっていること
が評価できる。また女性社員だけでなく、男性社員
も含めて多様な働き方を目指すことが企業活動に

良い影響を与えるとしている点が、今後の社会の
あり方を明確に踏まえている。一方経営活動のあ
り方全体をみると、お客様対応の取組みの目標達
成度が、他の領域と比べるとやや低いことが気にな
る。市況の低迷により損害を被ったり不安を感じた
りしている個人投資家は多く、お客様に対する説明
力やコンサルティング能力の向上は現在大変重要
な局面にあるのではないだろうか。信頼の構築に
向けた一層の取組みに期待したい。
　社会的事業の展開については、同グループがワ
クチン債やウォーターボンドなど社会的課題を解
決する事業に投資するインパクト・インベストメント
にいち早く取り組み、業界をけん引する役割を担っ
ていることは高く評価できる。またCSRレポートに
おいてインパクト・インベストメントの国内売出外債
に占める比率を示していることは、金融機関の本気
度を測るデータ開示として重要である。同グループ
のインパクト・インベストメントは世界の貧困問題や
水問題に取り組む姿勢が明確であるが、今後は増
大する日本国内の環境・社会問題にも目を向け、社
会性と収益性を両立させるような商品開発にぜひ
取り組んでいただきたい。
　社会貢献活動については、経済・金融教育をより
多くの生徒に広めるために、非営利団体と協働で
教材開発するというアプローチを選んでいる。企業
の自主事業として限られた資源で高い成果を出す
ために効果的な方法といえよう。今後はひとりひと
りの社員のボランティア活動等の社会参加の促進
のための環境整備にも着手し、企業内にさらなる
変革の風を吹かせることを期待したい。
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当社グループが最も伝えたかった点―当社ＣＳＲ
に関する２つの重要課題と具体的な内容、またそ
れを支える社員に対する取組みの３分野の活動
―についてご評価いただいたことは嬉しいことで
す。特にインパクトインベストメントの販売実績数
字を開示したことは、対外的に「コミット」している
ことを社外に示すことが出来たと同時に、社内に
重要度を再確認させる意味があったと考えてい
ます。国内市場でのシェアは高いけれど、当社が
販売する外債に占める比率は１割強ということは
この分野の拡大余地が大きいことを示し、活動を
レベルアップさせる励みともなります。一方、ご指

摘のとおり、お客様対応の取組み達成度について
は、十分な水準に高めるよう、不断の努力をして
まいります。また、活動目標と実績を開示すること
で当社グループの活動を深化できることから、今
後は、活動目標に具体的な指標（ＫＰＩ）を導入し客
観性を高めてまいります。また、投資を通じた社会
への働きかけとしての商品開発の点でも、タイム
リーに環境・社会問題を踏まえたものを提供して
ゆく所存です。社会貢献活動につきましても、社員
ひとりひとりのレベルでの活動促進に向けて、一
層の環境整備を図ってまいります。

第三者意見を受けて

大和証券グループ本社
執行役　CSR 室管轄　
植原 恵子
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社外からの評価

次世代育成支援対策推進法にもとづく厚生労働
省の「次世代の育成支援に積極的に取り組む企
業」の認定マークです。2008年6月9日付で取
得した大和証券グループ本社に加え、大和証券、
大和証券キャピタル・マーケッツ、大和総研ホー
ルディングス、大和総研、大和総研ビジネス・イノ

ベーション、大和証券ビジネ
スセンターも「子育てサポー
ト認定事業主マーク」（愛称
「くるみん」）を取得してい
ます。

ワーク･ライフ・バランスなど社員が働きやすい職
場環境への取組みは、さまざまな外部組織から高
い評価を受けています。2009年度には、厚生労
働省が主催する｢均等･両立推進企業表彰｣で厚
生労働大臣優良賞を受賞したのをはじめ、｢第3回
ワーク・ライフ・バランス大賞 組織部門 優秀賞｣、

｢2009年にっけい子育て支援大賞｣、｢第3回ダイ
バーシティ経営大賞 WLB部門賞｣を受賞。日経リ
サーチ｢働きやすい会社｣ランキングでは、2005
年の63位から飛躍的に上昇し、7位にランキング
されました。

FTSEは英国フィナンシャル・タイムズ紙とロンド
ン証券取引所の子会社で、世界的な投資インデッ
クスの開発およびデータの提供を行なっていま
す。 大和証券グループ本社は、2006年9月より、

FTSEの提供する責任投資
指数FTSE4 グッド・インデッ
クスの構成銘柄として5年連
続で採用されています。

FTSE4グッド・インデックス

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・ワールド・インデックス

子育てサポート認定事業主マーク（愛称「くるみん」）

ワーク・ライフ・バランス

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・ワールド・イン
デックス（DJSI World）は米国ダウ・ジョーンズ社と
スイスのSAM（Sustainable Asset Manage 
ment）が選んだサステナビリティ株式指標です。
大和証券グループ本社は、同インデックス開始より

11年連続でDJSI W o r l dの構成銘柄に採用さ
れています。
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大和証券グループCSR活動のあゆみ

5月 大和証券が｢世界を変えるデザイン展｣に特別協賛

地球温暖化対策の柱となる再生可能エネルギーやエネルギー効率化プロジェクトを支援する「エ
コロジー・ボンド」の売出・販売

「TBLI　コンファレンス・アジア2010」に当社グループからパネリスト2名が参加

4月 アジア・太平洋地域における水関連事業を支援する「ウォーター・ボンド」を売出・販売

3月 「ワクチン債」を売出・販売　「ダイワ・ウォーター・フォーラム2010」を開催

ダイワ・ウォーター・フォーラム2010」を開催

大和総研・経営戦略研究所セミナー「低炭素時代における社会・経済・企業経営を考える－地球規
模の変革にどう向き合うか－」を開催

2月 地球温暖化問題に取り組むプロジェクトに投資する「グリーン世銀債」を売出・販売

国家プロジェクトである「がん検診企業アクション」の推進パートナー参加登録

1月 国連グローバルコンパクト（GC）に加盟

2010年

12月 日本経済新聞社より「にっけい子育て大賞」を受賞

11月 債券投資を通じて貧困問題の解決に寄与する「マイクロファイナンス・ボンド」を売出・販売

「第3回ワーク・ライフ・バランス大賞」において「優秀賞（組織活動部門）」を受賞

10月 厚生労働省発表の「均等・両立推進企業表彰」均等推進企業部門で「厚生労働大臣優良賞」を受賞

環境・気候変動をテーマに行われた国際協力イベント「グローバルフェスタJAPAN2009」に協賛

「ダイワ・マイクロファイナンス・フォーラム2009 ～貧困からの脱却と地域社会の発展～」を開催

9月 日本経済新聞、日経産業新聞「働きやすい会社2009」ランキングにて、証券業界最高の第7位を、
「子育てに配慮した職場づくり」部門においては第3位を獲得

SRI指数「Dow Jones Sustainability World Indexes」（DJSI World）の構成銘柄として11 
年連続で採用

7月 大和証券投資信託委託が、カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）にメンバーとして参画

2009年
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５月 中国・四川大地震の被災地復興にむけた寄付活動が評価され、中国児童少年基金会の上部団体
「中華全国婦女連合会」から「中国児童慈善賞」を受賞

「TBLI　コンファレンス・アジア2009」に当社グループからパネリスト1名が参加

4月 グループ新中期経営計画「“Passion for the Best” 2011」を発表

グループ社員が育児・介護について相談できる「ダイワ育児・介護サポートデスク」を設置

「持続可能性報告書2008」が東洋経済新報社主催の「第12回サステナビリティ報告書賞／優
良賞」を受賞

2月 日本での第2回「ワクチン債」を売出・販売

環境関連の技術を有する日本企業に投資する「次世代環境ビジネス・ファンド」販売を開始

1月 当社グループがメインスポンサーとなる「日本経済教育協議会（JCEE）」を設立

12月 「ダイワ・エネルギーテクノロジー・ファンド（限定追加型）」販売を開始

10月 大和証券ビジネスセンターが、東京都雇用開発協会木場支部「平成20年度 障害者雇用優良事
業所 優秀勤労障害者表彰式」において表彰

9月 日本経済新聞「働きやすい会社2008」ランキングで、証券業界では最高の第14 位を獲得

8月 グループ全社で家族の職場訪問を実施

7月 中国・四川大地震の被災地復興支援のため、甘粛省南部の小学校建設費用に約2400万円を寄付

岩手・宮城内陸地震の被災地復興支援のため、両県の共同募金会に600万円を寄付

6月 「子育てサポート認定事業主マーク」（愛称「くるみん」）を取得

「排出権価格連動クーポン付米ドル建債権（ワールドクールボンド）を売出・販売

5月 北京大学において大和証券グループ寄付講座を開設

京都大学のiPS細胞研究の事業化支援に合意

4月 東京大学において「大和証券グループ アジア留学生奨学基金」を創設

環境テクノロジーに注目し世界の環境関連企業に投資する「ラッセル世界環境テクノロジー・ファ
ンド」の販売を開始

「ワーク・ライフ・バランス推進委員会」「ワーク・ライフ・バランス推進室」を設置

厚生労働省「仕事と生活の調和推進モデル事業」に参加

日経WOMAN「女性が働きやすい会社Best100」ランキングで、総合で証券業界最高となる第
7位、女性活用度については第1位を獲得

3月 日本初の「ワクチン債」を売出・販売

「世界の未来を担う子どもたちへ～ワクチン債が支える予防接種～」を開催

社員の相互理解を深め、当グループで働く全員が価値観を共有するための一助となることを目的
に、基本的な考え方や心構えを明文化した「大和スピリット」を策定

2008年
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2月 グループ本社が国連開発計画（UNDP）東京事務所、世界銀行、コンサベーション・インターナショ
ナル・ジャパン（CIジャパン）が共催した、地球環境シンポジウムに特別協賛

大和証券SMBCと大和総研が「地球温暖化問題と低炭素社会構築にむけて産業界に求められる
こと―エコイノベーション―」を開催

2007年

11月 世界自然遺産地域環境保全型ビジネス支援プログラム（ WH-LEEP）の一環として、NGOコンサ
ベーション・インターナショナル（CI）と協力して、「ダイワCI 生物多様性保全基金（DCBCF）」を創設

9月 中国での4つの温室効果ガス排出削減プロジェクトが日本政府より承認

8月 大和証券投資信託委託が「地球環境株・外債バランス・ファンド（愛称：地球くん）」と「地球環境株
ファンド（愛称：環境くん）」を設定

7月 地球温暖化対策への取組みとしてグループ全社でクールビズを実施

5月 大和証券が、お客様向け環境セミナー「ダイワの環境フォーラム2007～いま地球に何が起こっ
ているのか～」を開催

4月 「持続可能性報告書2006」が東洋経済新報社主催の「第10回サステナビリティ報告書賞／優
良賞」を受賞

個人投資家向けCSRセミナー「投資の新潮流-持続的成長企業を探る」を開催

2月 「持続可能性報告書2006」が（財）地球・人間環境フォーラム主催の「第10回持続可能性報告優
秀賞（理事長賞）」を受賞

1月 大和証券グループが 「Global 100（世界で最も持続可能な企業トップ100）」に選出

世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）に出席

2006年

11月 「持続可能性報告書2005」が国際比較調査（グローバルレポーターズ2006）において、34位
（日本企業1位）にランキング

10月 「キッザニア東京」の協賛スポンサーとして「ビジネス・スクール」パビリオンを出展

「ダイワ・エコ・ファンド」の助成プログラムとして、環境NPOジャパン・フォー・サステナビリティと
「ダイワJFS・青少年サステナビリティ・カレッジ」を開設

9月 SRI指数「FTSE4グッド・インデックス」構成企業として採用（以降連続して採用※2010年3月レ
ビュー現在）

5月 大和証券投資信託委託が「責任投資原則（PRI）」に署名

4月 CSRのグループ基本戦略を含む中期経営計画「“Passion for the Best”2008」を発表

「持続可能性報告書2005」が東洋経済新報社主催の「第9回サステナビリティ報告書賞／優良
賞」を受賞
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2月 「クールボンド」を開発

「ダイワ・エコ・ファンド」の販売を開始

1月 「持続可能性報告書2005」が（財）地球・人間環境フォーラム主催の「第9回持続可能性報告大賞
（環境大臣賞）」を受賞

2005年

11月 NPOスタッフの育成のための「ダイワSRIファンド」助成プログラムを開始

10月 大和証券が、報告書電子交付一括申込を行うダイワの「ｅメンバー」サービスを開始

7月 金融および投資家の視点からサステナビリティレポートの有用性を考えるため、GRI改訂（G3）の
作業グループに大和証券投資信託委託が参加

6月 ジュニア・アチーブメント日本が提供する体験型経済教育プログラム「ファイナンス・パーク」へ特
別協賛

「女性起業家支援プロジェクト」を開始

2月 スマトラ沖地震・インド洋津波の被災地への長期支援を決定（「大和証券グループ津波復興基金」）

大和証券が「帳票類電子化プロジェクト」を開始

2004年

11月 「国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）」に加盟

10月 大和証券グループ 従業員向け確定拠出型年金にSRIファンドを採用

7月 グループ本社に「CSR室」を設置

6月 委員会等設置会社へ移行

5月 国内企業に投資するSRI投資信託「ダイワSRIファンド」の販売を開始

3月 「ディスクロージャー・ポリシー」を制定

大和証券グループ本社がカーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）に署名

1月 CSR／ブランド経営ウェブサイト開設

2003年

11月 社会的責任投資フォーラム（SIF-Japan）に加入

10月 ジュニア・アチーブメントが提供する体験型経済教育プログラム「スチューデントカンパニー・プロ
グラム」への支援を開始

グローバル企業に投資するSRI投資信託「UBSグローバル株式40」の販売を開始

7月 大和証券SMBCプリンシパル・インベストメンツが世界銀行カーボン・ファンド「地域開発炭素基
金」に出資
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6月 グループ本社の取締役・監査役報酬の総額を開示

4月 新しい株主優待制度を開始

3月 新しいグループ中期経営計画（2003～2005年度）を策定

2月 グループ本社に「経営監査部」設置

1月 グループ横断的な「企業倫理ホットライン」（内部通報制度）導入
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GRIガイドライン内容索引

大和証券グループでは、「大和証券グループCSR報告書2010」を作成する
にあたり、GRIの「サステナビリティ・レポーティングガイドライン2006（第3
版）」、ならびに「金融サービス業業種別補足文書（2008）を参照しています。
GRIは、報告書がGRIに準拠している度合いを示すために、同ガイドライン
の規定に基づく準拠レベル（GRIアプリケーションレベル）を宣言することを
推奨しています。 「大和証券グループCSR報告書2010」はGRIアプリケー
ションレベル「B」の報告基準を満たしていると考えています。

GRIガイドライン内容索引

※WebサイトのGRIガイドライン内容索引は記載ページにリンクされています。
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項目 指標 記載ページ

1　戦略および分析

1.1 組織にとっての持続可能性の適合性と、
その戦略に関する組織の最高意思決定者

（CEO、会長またはそれに相当する上級
幹部）の声明

トップメッセージ

1.2 主要な影響、リスクおよび機会の説明 トップメッセージ
ステークホルダーダイアログ2 持続可能な
金融ビジネスとCSR
大和証券グループのCSR（証券業の役割と
社会的責任）

2　組織のプロフィール

2.1	 組織の名称 大和証券グループの概要（会社概要）

2.2 主要なブランド、製品および／またはサー
ビス

大和証券グループの概要（事業内容）
重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

2.3 主要部署、事業会社、子会社および共同事
業などの組織の経営構造

大和証券グループの概要（事業内容）

2.4 組織の本社の所在地 大和証券グループの概要（会社概要）

2.5 組織が事業展開している国の数および大
規模な事業展開を行っている、あるいは報
告書中に掲載されているサステナビリティ
の課題に特に関連のある国名

大和証券グループの概要（連結従業員数の
構成、連結純営業収益の地域別内訳）

2.6 所有形態の性質および法的形式 大和証券グループの概要（会社概要）
コーポレート・ガバナンス（コーポレートガバ
ナンス体制）

2.7 参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧
客／受益者の種類を含む）

大和証券グループの概要（連結従業員数の
構成、連結純営業収益の地域別内訳）

2.8 以下の項目を含む報告組織の規模
・ 従業員数
・ 純売上高（民間組織について）あるいは  
  純収入（公的組織について）

・ 負債および株主資本に区分した総資本  
  （民間組織について）

・ 提供する製品またはサービスの量

大和証券グループの概要（連結従業員数、
連結収益、連結純営業利益）

GRIガイドライン第3版内容索引
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項目 指標 記載ページ

2.9 以下の項目を含む、規模、構造または所有
形態に関して報告期間中に生じた大幅な
変更

・ 施設のオープン、閉鎖および拡張などを 
  含む所在地または運営の変更

・ 株主資本構造およびその資本形成にお
  ける維持および変更業務
  （民間組織の場合）

大和証券グループの概要

2.10 報告期間中の受賞歴 社外からの評価

3　報告要素

報告書のプロフィール

3.1 提供する情報の報告期間（会計年度／暦
年など）

CSR報告書の概要（本書の対象範囲など）

3.2 前回の報告書発行日（該当する場合） CSR報告書の概要（本書の対象範囲など）

3.3 報告サイクル（年次、半年ごとなど） CSR報告書の概要（本書の対象範囲など）

3.4 報告書またはその内容に関する質問の窓口 トップページ（お問い合わせ先）

報告書のスコープおよびバウンダリー

3.5 以下を含め、報告書の内容を確定するため
のプロセス

・ 重要性の判断
・ 報告書内のおよびテーマの優先順位付け
・ 組織が報告書の利用を期待するステーク
  ホルダーの特定

大和証券グループのCSR（大和証券グ
ループのCSR重要課題）

3.6 報告書のバウンダリー（国、部署、子会社、
リース施設、共同事業、サプライヤー（供給
者）など）

CSR報告書の概要（本書の対象範囲など）

3.7 報告書のスコープまたはバウンダリーに関
する具体的な制限事項を明記する

CSR報告書の概要（本書の対象範囲など）

3.8 共同事業、子会社、リース施設、アウトソーシ
ングしている業務および時系列でのおよび／
または報告組織間の比較可能性に大幅な影
響を与える可能性があるその他の事業体に
関する報告の理由

大和証券グループの環境負荷
社員とのかかわり
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項目 指標 記載ページ

3.9 報告書内の指標およびその他の情報を編
集するために適用された推計の基となる
前提条件および技法を含む、データ測定技
法および計算の基盤

大和証券グループの環境負荷（エネルギー
使用量）
社員とのかかわり

3.10 以前の報告書で掲載済みである情報を再
度記載することの効果の説明、およびその
ような再記述を行う理由（合併／買収、基
本となる年／期間、事業の性質、測定方法
の変更など）

大和証券グループの環境負荷（エネルギー
使用量）
社会とのかかわり（大和証券グループの企
業市民活動と支出金額）
経済性報告（ステークホルダーへの経済的
価値分配）

3.11 報告書に適用されているスコープ、バウン
ダリーまたは測定方法における前回の報
告期間からの大幅な変更

前回の報告からの大幅な変更はないため
該当がありません。

GRI内容索引

3.12 報告書内の標準開示の所在場所を示す表 この表が、標準開示の所在を示すものです

保証

3.13 報告書の外部保証添付に関する方針およ
び現在の実務慣行。サステナビリティ報告
書に添付された保証報告書内に記載がな
い場合は、外部保証の範囲および基盤を説
明する。また、報告組織と保証の提供者と
の関係を説明する

第三者意見

４ ガバナンス、コミットメントおよび参画

ガバナンス

4.1 戦略の設定または全組織的監督など、特別な
業務を担当する最高統治機関の下にある委
員会を含む統治構造（ガバナンスの構造）

コーポレート・ガバナンス（コーポレートガ
バナンス体制）

4.2 最高統治機関の長が執行役員を兼ねてい
るかどうかを示す（兼ねている場合は、組
織の経営におけるその役割と、このような
人事になっている理由も示す）

コーポレート・ガバナンス（コーポレートガ
バナンス体制）

4.3 単一の理事会構造を有する組織の場合
は、最高統治機関における社外メンバーお
よび／または非執行メンバーの人数を明
記する

コーポレート・ガバナンス（コーポレートガ
バナンス体制）
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項目 指標 記載ページ

4.4 株主および従業員が最高統治機関に対し
て提案または指示を提供するためのメカ
ニズム

株主とのかかわり（株主とのコミュニケー
ション）
社員とのかかわり（コミュニケーション）

4.5 最高統治機関メンバー、上級管理職および
執行役についての報酬（退任の取り決めを
含む）と組織のパフォーマンス（社会的およ
び環境的パフォーマンスを含む）との関係

大和証券グループ本社:コーポレートガバ
ナンスに関する報告書

（インセンティブ関係）

4.6 最高統治機関が利害相反問題の回避を確
保するために実施されているプロセス

コーポレート・ガバナンス（グループ会社間
の利益相反防止について）

4.7 経済的、環境的、社会的テーマに関する組
織の戦略を導くための、最高統治機関のメ
ンバーの適性および専門性を決定するた
めのプロセス

コーポレート・ガバナンス（監督機関）

4.8 経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さ
らにその実践状況に関して、組織内で開
発したミッション（使命）およびバリュー（価
値）についての声明、行動規範および原則

大和証券グループのCSR（大和証券グ
ループの企業理念とCSR重要課題）

4.9 組織が経済的、環境的、社会的パフォーマ
ンスを特定し、マネジメントしていることを
最高統治機関が監督するためのプロセス。
関連のあるリスクと機会および国際的に合
意された基準、行動規範および原則への支
持または遵守を含む最高統治機関が監督
するためのプロセス。関連のあるリスクと機
会および国際的に合意された基準、行動規
範および原則への支持または遵守を含む

大和証券グループのCSR（社会的課題を
金融で解決するための対外推進活動）
CSRマネジメント（大和証券グループの使
命と企業理念）
コーポレート・ガバナンス（コーポレート・ガ
バナンス体制）
コンプライアンス（コンプライアンス推進
体制）

4.10 最高統治機関のパフォーマンスを、特に経
済的、環境的、社会的パフォーマンスという
観点で評価するためのプロセス

コーポレート・ガバナンス（コーポレート・ガ
バナンス体制）

外部のイニシアティヴへのコミットメント

4.11 組織が予防的アプローチまたは原則に取り組
んでいるかどうか、およびその方法はどのよ
うなものかについての説明

コーポレート・ガバナンス（BCP、情報セ
キュリティマネジメント）
コンプライアンス（コンプライアンス推進体制）

4.12 外部で開発された、経済的、環境的、社会
的憲章、原則あるいは組織が同意または受
諾するその他のイニシアティブ

大和証券グループのCSR（社会的課題を
金融で解決するための対外推進活動）
ステークホルダーダイアログ2 持続可能
な金融ビジネスとCSR



Daiwa Securities Group  CSR REPORT 2010 Web-only contents85

CSR報告書2010  webサイトのみの掲載事項

項目 指標 記載ページ

4.13 組織が以下の項目に該当するような、（企
業団体などの）団体および／または国内外
の提言機関における会員資格

・ 統治機関内に役職を持っている
・ プロジェクトまたは委員会に参加している
・ 通常の会員資格の義務を越える実質的 
  な資金提供を行っている

・ 会員資格を戦略的なものとして捉えている

主な会員資格
日本経団連
日本証券業協会
厚生労働省「仕事と生活の調和モデル事業」
他

ステークホルダー参画

4.14 組織に参画したステークホルダー・グルー
プのリスト

大和証券グループのCSR（大和証券グ
ループのステークホルダー）

4.15 参画してもらうステークホルダーの特定お
よび選定の基準

大和証券グループのCSR（大和証券グ
ループのステークホルダー）

4.16 種類ごとのおよびステークホルダー・グ
ループごとの参画の頻度など、ステークホ
ルダー参画へのアプローチ

大和証券グループのCSR（大和証券グ
ループのステークホルダー）
お客様とのかかわり
株主とのかかわり
社員とのかかわり
社会とのかかわり
ステークホルダーダイアログ1 貧困撲滅
への新たなる挑戦
ステークホルダーダイアログ2 持続可能
な金融ビジネスとCSR

4.17 その報告を通じた場合も含め、ステークホ
ルダー参画を通じて浮かび上がった主要
なテーマおよび懸案事項と、それらに対し
て組織がどのように対応したか

お客様とのかかわり
株主とのかかわり
社員とのかかわり
社会とのかかわり
ステークホルダーダイアログ1 貧困撲滅
への新たなる挑戦
ステークホルダーダイアログ2 持続可能
な金融ビジネスとCSR

5 マネジメント・アプローチおよびパフォーマンス指標

経済

マネジメント・アプローチ トップメッセージ
大和証券グループの概要（連結利益・連結
純営業利益）
ステークホルダーとの経済的かかわり
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側面：経済的パフォーマンス

EC1 中核 収入、事業コスト、従業員の給与、寄付およ
びその他のコミュニティへの投資、内部留
保および資本提供者や政府に対する支払
いなど、創出および分配した直接的な経済
的価値

ステークホルダーとの経済的かかわり
社会とのかかわり（大和証券グループの企
業市民活動と支出金額）

EC2 中核 気候変動による組織の活動に対する財務
上の影響およびその他のリスクと機会

ステークホルダーダイアログ2　持続可能
な金融ビジネスとCSR
重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

EC3 中核 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 アニュアルレポート2009（重要な会計方
針、退職給付金制度P99）

EC4 中核 政府から受けた相当の財務的支援 影響が軽微です

側面：市場での存在感

EC5 追加 主要事業拠点について、現地の最低賃金と
比較した標準的新入社員賃金の比率の幅

事業特性上、影響が軽微です

EC6 中核 主要事業拠点での地元のサプライヤー
（供給者）についての方針、業務慣行およ
び支出の割合

事業特性上、影響が軽微です

EC7 中核 現地採用の手順、主要事業拠点で現地の
コミュニティから上級管理職となった従業
員の割合

報告していません

側面：間接的な経済的影響

EC8 中核 商業活動、現物支給、または無料奉仕を通
じて、主に公共の利益のために提供される
インフラ投資およびサービスの展開図と
影響

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する
社会とのかかわり

EC9 追加 影響の程度など、著しい間接的な経済的影
響の把握と記述

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

環境

マネジメント・アプローチ 大和証券グループの環境負荷

側面：原材料

EN1 中核 使用原材料の重量または量 該当がありません

EN2 中核 リサイクル由来の使用原材料の割合	 該当がありません
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項目 指標 記載ページ

側面：エネルギー

EN3	 中核 一次エネルギー源ごとの直接的エネル
ギー消費量

大和証券グループの環境負荷（エネル
ギー使用量）

EN4 中核 一次エネルギー源ごとの間接的エネル
ギー消費量	

大和証券グループの環境負荷（エネル
ギー使用量）

EN5 追加 省エネルギーおよび効率改善によって節
約されたエネルギー量

大和証券グループの環境負荷（CO2排出
量）

EN6 追加 エネルギー効率の高いあるいは再生可能
エネルギーに基づく製品およびサービス
を提供するための率先取り組み、およびこ
れらの率先取り組みの成果としてのエネル
ギー必要量の削減量

大和証券グループの環境負荷（省エネル
ギーに配慮した建物設備の更新・大和総研
グループウェブサイトのサーバーにグリー
ン電力を利用・19時前退社励行による業
務時間の短縮化）

EN7 追加 間接的エネルギー消費量削減のための率
先取り組みと達成された削減量

大和証券グループの環境負荷（環境低減
に向けた取組み）

側面：水

EN8 中核 水源からの総取水量 大和証券グループの環境負荷(上水使用量
の推移）

EN9 追加 取水によって著しい影響を受ける水源 影響が軽微です

EN10 追加 水のリサイクルおよび再利用量が総使用
水量に占める割合

報告していません

側面：生物多様性

EN11 中核 保護地域内あるいはそれに隣接した場所
および保護地域外で、生物多様性の価値
が高い地域に所有、賃借、または管理して
いる土地の所在地および面積

該当がありません

EN12 中核 保護地域および保護地域外で、生物多様
性の価値が高い地域での生物多様性に対
する活動、製品およびサービスの著しい影
響の説明

該当がありません

EN13 追加 保護または復元されている生息地 該当がありません

EＮ14 追加 生物多様性への影響をマネジメントするた
めの戦略、現在の措置および今後の計画

社会とのかかわり（ダイワCI生物多様性保
全基金）

EN15 追加 事業によって影響を受ける地区内の生息地域
に生息するIUCN（国際自然保護連合）のレッド
リスト種（絶滅危惧種）および国の絶滅危惧種リ
ストの数。 絶滅危険性のレベルごとに分類する

該当がありません
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項目 指標 記載ページ

側面：排出物、廃水および廃棄物

EN16	 中核 重量で表記する直接および間接的な温室
効果ガスの総排出量

大和証券グループの環境負荷（CO2排出
量）

EN17	 中核 重量で表記するその他の関連ある間接的
な温室効果ガス排出量

大和証券グループの環境負荷（CO2排出
量）

EN18 追加 温室効果ガス排出量削減のための率先取
り組みと達成された削減量

大和証券グループの環境負荷（エネル
ギー使用量のCO2排出量・事業拠点にお
ける社員一人あたりのCO2排出量）

EN19 中核 重量で表記するオゾン層破壊物質の排出量 影響が軽微です

EN20 中核 種類別および重量で表記するNOx、SOx
およびその他の著しい影響を及ぼす排気
物質

影響が軽微です

EN21 中核 水質および放出先ごとの総排水量 影響が軽微です

EN22 中核 種類および廃棄方法ごとの廃棄物の総重
量

大和証券グループの環境負荷（廃棄物の
発生量とリサイクル量の推移）

EN23 中核 著しい影響を及ぼす漏出の総件数および
漏出量

該当がありません

EN24 追加 バーゼル条約付属文書Ｉ、ＩＩ、ＩＩＩおよびⅧの
下で有害とされる廃棄物の輸送、輸入、輸
出、あるいは処理の重量、および国際輸送
された廃棄物の割合

該当がありません

EN25 追加 報告組織の排水および流出液により著し
い影響を受ける水界の場所、それに関連す
る生息地の規模、保護状況、および生物多
様性の価値を特定する

該当がありません

側面：製品およびサービス

EN26 中核 製品およびサービスの環境影響を緩和す
る率先取り組みと影響削減の程度

大和証券グループの環境負荷（環境負荷
低減に向けた取組み）

EN27 中核 カテゴリー別の再生利用される販売製品
およびその梱包材の割合

該当がありません

側面：遵守

EN28 中核 環境規制への違反に対する相当な罰金の
金額および罰金以外の制裁措置の件数

該当がありません
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項目 指標 記載ページ

側面：輸送

EN29 追加 組織の業務に使用される製品、その他物
品、原材料の輸送および従業員の移動から
もたらされる著しい環境影響

該当がありません

側面：総合

EN30 追加 種類別の環境保護目的の総支出および投資 報告していません

労働慣行とディーセント・ワーク（公正な労働条件）

マネジメント・アプローチ 社員とのかかわり

側面：雇用

LA1 中核 雇用の種類、雇用契約および地域別の総
労働力

大和証券グループの概要（連結従業員数
の構成）
社員とのかかわり（大和証券グループ連結
社員数）

LA2 中核 従業員の総離職数および離職率の年齢、
性別および地域による内訳

報告していません

LA3 追加 主要な業務ごとの派遣社員またはアルバイ
ト従業員には提供されないが、正社員には
提供される福利

社員とのかかわり（働きやすい職場環境へ
の取組み）

側面：労使関係	

LA4 中核 団体交渉協定の対象となる従業員の割合 社員とのかかわり（従業員組合加入者数）

LA5 中核 労働協約に定められているかどうかも含
め、著しい業務変更に関する最低通知期間

報告していません

側面：労働安全衛生

LA6 追加 労働安全衛生プログラムについての監視
および助言を行う、公式の労使合同安全衛
生委員会の対象となる総従業員の割合

報告していません

LA7 中核 地域別の、傷害、業務上疾病、損失日数、欠
勤の割合および業務上の総死亡者数

報告していません

LA8 中核 深刻な疾病に関して、労働者、その家族ま
たはコミュニティのメンバーを支援するた
めに設けられている、教育、研修、カウンセ
リング、予防および危機管理プログラム

社員とのかかわり（メンタルヘルスの取組
み）
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LA9 追加 労働組合との正式合意に盛り込まれてい
る安全衛生のテーマ

報告していません

側面：研修および教育

LA10 中核 従業員のカテゴリー別の、従業員あたりの
年間平均研修時間

報告していません

LA11 追加 従業員の継続的な雇用適性を支え、キャリ
アの終了計画を支援する技能管理および
生涯学習のためのプログラム

社員とのかかわり（人材の育成とスキル
アップ）

LA12 追加 定常的にパフォーマンスおよびキャリア開
発のレビューを受けている従業員の割合

社員とのかかわり（人材の育成とスキル
アップ）

多様性と機会均等

LA13 中核 性別、年齢、マイノリティーグループおよ
びその他の多様性の指標に従った、統治体

（経営管理職）の構成およびカテゴリー別
の従業員の内訳

社員とのかかわり（障害者雇用率・社員に占
める女性比率と女性管理職比率）

LA14 中核 従業員のカテゴリー別の、基本給与の男女比 報告していません

人権

マネジメント・アプローチ 社員とのかかわり（人権啓発の取組み）

側面：投資および調達の慣行

HR1 中核 人権条項を含む、あるいは人権についての
適正審査を受けた重大な投資協定の割合
とその総数

人権保護への著しい懸念がある地域への
事業展開はありません

HR2 中核 人権に関する適正審査を受けた主なサプ
ライヤー（供給者）および請負業者の割合
と取られた措置

人権保護への著しい懸念がある地域への
事業展開はありません

HR3 追加 研修を受けた従業員の割合を含め、業務に
関連する人権的側面に関わる方針および
手順に関する従業員研修の総時間

社員とのかかわり（人権啓発の取組み）

側面：無差別

HR4 中核 差別事例の総件数と取られた措置 コンプライアンス（内部通報制度）

側面：結社の自由

HR5 中核 結社の自由および団体交渉の権利行使が
著しいリスクに曝されるかもしれないと判
断された業務と、それらの権利を支援する
ための措置

事業特性上、当てはまりません
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側面：児童労働

HR6 中核 児童労働の事例に関して著しいリスクがあ
ると判断された業務と、児童労働の防止に
貢献するための対策

児童労働のリスクがある業務はありません

側面：強制労働

HR7 中核 強制労働の事例に関して著しいリスクがあ
ると判断された業務と、強制労働の防止に
貢献するための対策

強制労働のリスクがある業務はありません

側面：保安慣行

HR8 追加 業務に関連する人権の側面に関する組織
の方針もしくは手順の研修を受けた保安
要員の割合

事業特性上、影響が軽微です

側面：先住民の権利

HR9 追加 先住民の権利に関係する違反事例の総件
数と取られた措置

該当がありません

社会

マネジメント・アプローチ 重要課題2 健全な金融・資本市場を発展さ
せ次の世代につなげる
コンプライアンス
社会とのかかわり

側面：コミュニティ

SO1 中核 参入、事業運営および撤退を含む、コミュ
ニティに対する事業の影響を評価し、管理
するためのプログラムと実務慣行の性質、
適用範囲および有効性

事業特性上、影響が軽微です

側面：不正行為

SO2 中核 不正行為に関連するリスクの分析を行った
事業単位の割合と総数

アニュアルレポート2009 P59 リスク管理

SO3 中核 組織の不正行為対策の方針および手順に
関する研修を受けた従業員の割合

コンプライアンス（コンプライアンス研修）

SO4 中核 不正行為事例に対応して取られた措置 該当がありません

側面：公共政策

SO5 中核 公共政策の位置づけおよび公共政策立案
への参加およびロビー活動

重要課題2（国際会議等での情報発信）
大和証券グループのCSR（社会的課題を金融
で解決するための対外推進活動）対外推進活動
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SO6 追加 政党、政治家および関連機関への国別の
献金および現物での寄付の総額

報告していません

側面：反競争的な行動

SO7 追加 反競争的な行動、反トラストおよび独占的
慣行に関する法的措置の事例の総件数と
その結果

該当がありません

側面：遵守

SO8 中核 法規制の違反に対する相当の罰金の金額
および罰金以外の制裁措置の件数

該当がありません

製品責任

マネジメント・アプローチ お客様とのかかわり
コーポレート・ガバナンス（情報セキュリティ
マネジメント）

側面：顧客の安全衛生

PR1 中核 製品およびサービスの安全衛生の影響に
ついて、改善のために評価が行われている
ライフサイクルのステージ、ならびにその
ような手順の対象となる主要な製品およ
びサービスのカテゴリーの割合

事業特性上、当てはまりません

PR2 追加 製品およびサービスの安全衛生の影響に
関する規制および自主規範に対する違反
の件数を結果別に記載

事業特性上、当てはまりません

側面：製品およびサービスのラベリング

PR3 中核 各種手順により必要とされている製品およ
びサービス情報の種類と、このような情報
要件の対象となる主要な製品およびサー
ビスの割合

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する
お客様とのかかわり（お客様との信頼関係
強化）

PR4 追加 製品およびサービスの情報、ならびにラベ
リングに関する規制および自主規範に対す
る違反の件数を結果別に記載

該当がありません

PR5 追加 顧客満足度を測る調査結果を含む、顧客
満足に関する実務慣行

お客様とのかかわり（お客様の声を生かす
仕組み）
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側面：マーケティング・コミュニケーション

PR6 中核 広告、宣伝および支援行為を含むマーケ
ティング・コミュニケーションに関する法律、
基準および自主規範の遵守のためのプロ
グラム

重要課題2 健全な金融・資本市場を発展さ
せ次の世代につなげる
お客様とのかかわり（お客様への適切な説
明）

PR7 追加 広告、宣伝および支援行為を含むマーケ
ティング・コミュニケーションに関する規制
および自主規範に対する違反の件数を結
果別に記載

該当がありません

項目 指標 記載ページ

側面：顧客のプライバシー

PR8 追加 顧客のプライバシー侵害および顧客デー
タの紛失に関する正当な根拠のあるク
レームの総件数

該当がありません

側面：遵守

PR9 中核 製品およびサービスの提供、および使用に
関する法規の違反に対する相当の罰金の
金額

該当がありません

■金融サービス業業種別補足文章（2008）

項目 指標 記載ページ

製品およびサービスの影響（金融業特有のマネジメント・ア
プローチに関する開示）

FS1 中核 事業活動を進めるにあたって適用する環
境ならびに社会的要素に関する方針

大和証券グループのCSR
CSRマネジメント（大和証券グループの使
命と企業理念）

FS2 中核 事業活動における環境ならびに社会的リス
クを調査しスクリーニングする手順

報告していません

FS3 中核 契約や取引に含まれる環境や社会的要請
に対する、顧客の活動状況や法の遵守に関
するモニタリングの方法

コンプライアンス（反社会的勢力への対応）
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項目 指標 記載ページ

FS4 中核 事業活動に適用する環境・社会的方針や手
順に関する従業員の履行能力を向上させ
るための方法

CSRマネジメント（CSR推進の取組み）
社員とのかかわり（人材の育成とスキル
アップ）

FS5 中核 環境・社会的なリスクならびに機会（チャン
ス）に関する顧客、投資家、取引先との相互
作用（対話・協調）

ステークホルダーダイアログ2　持続可能
な金融ビジネスとCSR
お客様とのかかわり
株主とのかかわり

製品およびサービスの影響（パフォーマンス指標）

側面：製品ポートフォリオ

FS6 中核 事業（投融資や金融商品など）の構成。地
域別、規模別（例えば、零細、中小、大規
模）、業種別の割合（％）

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

FS7 中核 目的別に分類した各事業ごとの社会的利
益に貢献することを目的に設計された商品
やサービスの金額

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

FS8 中核 目的別に分類した各事業ごとの環境保全
に貢献することを目的に設計された商品
やサービスの金額

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

側面：監査

FS9 中核 環境・社会に関する方針やリスクアセスメン
トの履行に関する監査の対象範囲と頻度

コーポレート・ガバナンス

側面：行動的な株式所有

FS10 中核 （機関）投資のポートフォリオに占める、報
告組織が環境または社会的課題に関する
相互作用（対話）を持つ投資（資産）比率と
企業数

報告していません

FS11 中核 環境あるいは社会的な、ポジティブならび
にネガティブ・スクリーニングにかけた資産
の比率

重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する

FS12 中核 報告組織が議決または議決権行使への助言
の権利を有する株式に関わる、環境あるい
は社会的課題に関する議決権行使の方針

大和証券投資信託委託（クラスター爆弾
製造企業への投資その他の取扱いについ
て）

FS13 中核 過疎地や経済的に恵まれない地域へのア
クセスポイント（事業拠点や窓口）

該当がありません
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項目 指標 記載ページ

社会（パフォーマンス指標）

側面：コミュニティ

FS14 中核 不利な立場にある人々への金融サービス
改善に向けた率先した活動

ステークホルダーダイアログ1 貧困撲滅
への新たなる挑戦
重要課題1 金融機能を活用して持続可能
な社会に貢献する
お客様とのかかわり（多様なお客様が利用
しやすいサービスへの取組み）
社会とのかかわり（大和証券グループ津波
復興基金）

製品責任（マネジメントアプローチ）

FS15 中核 商品やサービスの公平（適正）な企画なら
びに販売に関する方針

お客様とのかかわり（お客様との信頼関係
強化）

製品責任（パフォーマンス指標）

側面：製品およびサービスのラベリング

FS16 中核 率先して行う、受益者タイプ別の金融リテ
ラシー強化に向けた活動

重要課題2 健全な金融・資本市場を発展さ
せ次の世代につなげる
CSRマネジメント（CSR推進の取組み）

金融サービス業業種別補足文章（2008）の対訳は、株式会社クレアン、後藤敏彦氏（NPO法人サステナビリティ日本フォーラム 
代表理事）の監修によるものです。
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